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同時市場における
費用便益分析の具体的進め方について
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資源エネルギー庁・電力広域的運営推進機関



2 はじめに

◼ 第1回本検討会（2023年8月3日）では、費用便益分析の今後の進め方として、Three-Part Offerや供給力
と調整力の同時最適を市場の仕組みとして採用している米国の評価事例も参考にしながら、費用便益項目として
何が適切なのか、何が評価可能なのかを議論した上で、抽出された費用便益項目について、定量・定性の両面から、
具体的な分析を進めていくこととされた。

◼ 第3回本検討会（2023年10月23日）において、米国の市場制度変遷や費用便益評価事例を紹介した上で、
前提条件（基本的な考え方・評価対象期間）の整理、ならびに日本で評価可能と考えられる費用便益項目に
ついて、検証Aや検証Bあるいは細分化作業会へのタスクアウトで得られた結果等を踏まえて、定量評価が可能か
（あるいは定性評価に留まるのか）を検討し、シミュレーション等を用いた費用便益分析を進めていくこととされた。

◼ 今回、上記を踏まえて、日本で定量評価可能と考えられる便益項目に関するシミュレーションを用いた分析方法を
整理すると共に、海外事例等も参考に費用項目に関する評価方法も検討したため、今後詳細な費用便益分析を
進めるに先立ち、これら分析・評価の具体的方法についても、ご議論いただきたい。



3 （参考） 費用便益分析の今後の進め方①

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf


4 （参考） 費用便益分析の今後の進め方②

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf


5 （参考） 定量的に評価可能と考えられる「便益」項目について

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf


6 （参考） 費用便益分析の今後の進め方

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf


7 目次

1．便益項目に関するシミュレーション分析方法

ー１．シミュレーション条件について
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9 前提条件の振り返り（基本的な考え方）

◼ 費用便益分析の基本的な考え方のうち、便益項目の定量的な分析については、まずは需要の価格弾力性がない
モデルで検討を始め、総電源エネルギーコストやCO2対策コスト低減等を便益として算出する方向とした。

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf
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◼ また、評価対象期間については、同時市場に関係があると考えられる次期中給運開時期や大規模システムの耐用
年数、ならびに海外事例等を踏まえ、「2030年頃から10年」で評価することとした。

◼ これら評価に必要な割引率・年経費率等は、これまでの審議会での整理等も参考にしながら進めていくことを示した。

前提条件の振り返り（評価対象期間）

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf


11 総電源エネルギーコスト（燃料費）・CO2対策コストの考え方について

◼ 燃料費・CO2対策コストは、至近の「広域連系系統に係る広域系統整備計画のための計画策定プロセス（以下
「計画策定プロセス」という。）」や過去のマスタープランにおいても、世界情勢等による変動を考慮し、価格変動の幅
を持たせた評価がなされているため、同時市場の費用便益分析においても同様に考慮することとしたい。

◼ また、その価格変動の幅（範囲）としては、至近の計画策定プロセスで用いられている値を参照することとしたい。

出所）第73回 広域系統整備委員会（2023年12月27日）資料1-1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2023/files/seibi_73_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2023/files/seibi_73_01_01.pdf


12 評価対象期間の便益の考え方について

◼ 評価対象期間について「2030年頃から10年」としたところ、定量評価可能な便益である「便益①：同時最適化に
伴う調整力コストの低減」「便益②：広域大の混雑処理による費用低減」は、将来（今後）の再エネ導入拡大に
より、調整力必要量や系統混雑が増加することに伴って、得られる便益も増加することが想定される。

◼ そのため、厳密には、2030年頃から各年度毎の便益を10年分算定する必要があるが、初年度に算定された年間
便益を、以降の年度にも横置きすることで、効率的に便益算定をおこなうこととしたい。



13 割引率・年経費率の考え方について

◼ また、評価対象期間（2030年頃から10年）においては、現在と将来の貨幣価値を合わせるため、割引率によって
将来の貨幣価値を現在価値に換算し、合計した便益および費用によって評価を行う。

◼ このうち、主たる費用項目と考えられるシステム費用については、構築費用（初期投資）だけでなく人件費、修繕費
などの費用が毎年発生するため、年経費率によって均等な年間投資額に換算することで評価を行う。

＜費用便益評価のイメージ＞

便益

費用

建設期間

費用便益評価算定期間（10年間）

年度1 2 3 4 ･ ･ ･ N年度

Σ便益 Σ費用
年経費Z = 建設費 × 経費率

（経費率：変電10.7%）

【Ｎ年度の年経費の現在価値】
Zn /（1+r）N

Zn：N年度の年経費、r：割引率

【Ｎ年度の便益の現在価値】
 Yn /（1+r）N

 Yn：N年度の便益, r：割引率
便益：燃料費・CO2対策コスト削減効果

～～
現在価値換算

現在価値換算

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）より一部加工
https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


14 シミュレーションツールについて

◼ 定量評価可能な便益である「便益①：同時最適化に伴う調整力コストの低減」「便益②：広域大の混雑処理に
よる費用低減」について、シミュレーション分析するためには、調整力確保制約や送電容量制約のもと、起動費含む
総発電コスト（燃料費+CO2対策コスト）を最小化（最適化）するツールが必要となる。

◼ 上記の機能が具備されている汎用的なシミュレーションツールとしては、検証A（電源起動・出力配分ロジックの技術
検証）で用いられている電中研SCUCツールのほか、海外でも便益分析を目的とした使用実績のあるPROMOD
（MISO:2022年）、PLEXOS（Ofgen:2022年）等が挙げられる。

◼ これらシミュレーションツールの中では、検証Aで構築されたロジックを精緻に反映可能な電中研SCUCツールを用いる
ことが望ましいとも考えられるが、一方で、検証Aにおける計算ロジックのカスタマイズ（それに伴う第三者技術検証）
を遅れさせることが懸念される。

◼ この点、MISOの便益分析でも用いられたPROMODは、過去の審議会等においても、マスタープランや計画策定
プロセスの便益分析にも用いられており、便益分析に必要な環境・ノウハウが既に構築されていることから、効率的に
便益分析ができると考えられる。

◼ 上記を踏まえ、検証Aと並行した効率的な検討（シミュレーション）を行う観点から、マスタープランや計画策定でも
使用実績のあるPROMODを用いて、便益分析を進めることとしたい。
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◼ 電中研が所有するSCUCツール（以下「電中研SCUCツール」という。）をベースモデルとして検証Aを進めている。

◼ 当該ツールの特徴としては、需要・再エネ・電源等の需給データ、送変電設備を始めとした系統データを入力すること
により、系統混雑を考慮した発電コスト最小となる電源スケジュールを全国一括で算定することが可能。

固定供給力

再エネ・分散型電源

電力貯蔵設備

諸元・制約

発電パターン

出力抑制

諸元・制約

起動停止
・出力配分

発電パターン

供給力と調整力を確保しつつ
最経済となる需給運用計画を数

理最適化に基づき立案

想定需要
パターン

調整電源

需要（地点別） 火力発電

貯水式水力発電

太陽光・風力・地熱
・バイオマスなど

揚水式水力発電

原子力発電・流込式
水力発電など

セルフスケジュール電源

送変電設備(AC)

入力データ 出力(制御)データ 制御対象

電力需要

系統用蓄電池

需要抑制

起動停止
・出力配分

送変電設備(DC)

送電系統
諸元・制約

潮流調整量
(DC設備)

・電源運用の制約を考慮し, 対象
期間での系統全体の発電コストが
最小となる電源運用を算出

①電源起動停止計画(UC)

・①の需給データを用いて, 送変電
設備 (AC・DC) の有効電力潮流
・過負荷量を算出

②電力潮流計算
・①に系統運用の制約とペナルティ
コストを加味し, 電源運用・有効
電力潮流・過負荷量を算出

③系統運用制約付きUC

（参考） 電中研SCUCツール概要



16 （参考） PROMOD概要

出所）第2回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（2020年10月6日） 資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2020/files/masuta_2_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2020/files/masuta_2_01_01.pdf


17 

出所）MISO VALUE PROPOSITION ANNUAL VIEW（2022年3月）より抜粋
https://cdn.misoenergy.org/20230330%202022%20Value%20Proposition%20Annual%20View%20-%20Detailed%20Report628398.pdf

（参考） MISOにおける便益分析シミュレーションツール

https://cdn.misoenergy.org/20230330%202022%20Value%20Proposition%20Annual%20View%20-%20Detailed%20Report628398.pdf
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19 kWhとΔkWの同時最適化（取り合いの解消）に伴う調整力コストの低減（１／３）

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

◼ 第3回本検討会においては、kWhとΔkWの同時最適化に伴う調整力必要量の低減量を定量的に把握した上で、
調整力コストの低減による便益を算出する方向性をお示しした。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf


20 kWhとΔkWの同時最適化（取り合いの解消）に伴う調整力コストの低減（２／３）

出所）第5回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年12月27日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/005_04_00.pdf

◼ また、第5回本検討会（2023年12月27日）において、現時点で同時市場（イメージ②）に移行した場合の
調整力必要量の規模感（低減効果）として、現行必要量の50～80%程度になる旨をお示しした。

◼ 一方で、同時市場の導入に係る便益分析に活用するには、将来的な再エネ導入の影響等を踏まえた上での将来
必要量の試算（導入前後の比較）が必要であり、現在検討を進めているところ。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/005_04_00.pdf
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◼ 同時市場の導入に伴い、調整力必要量が低減する場合、その低減量に応じて、調整力確保を目的として稼働して
いた高価な電源の稼働が不要になることから、下図イメージのように燃料費・CO2対策コストが低減する。

◼ この低減費用を、kWhとΔkWの同時最適（取り合いの解消）による定量的便益として評価することでどうか。

kWhとΔkWの同時最適化（取り合いの解消）に伴う調整力コストの低減（３／３）

¥1/kWh ¥2/kWh

20/100

需要：270
調整力必要量：22（需要比率8%）

100 100

22

50

【同時市場における調整力必要量（例：エリア需要比4%）】

【需給調整市場における調整力必要量（例：エリア需要比8%）】

連系線

0/100

連系線

¥3/kWh ¥1/kWh ¥2/kWh

需要：200
調整力必要量：16（需要比率8%）

100 100

16

20

¥6/kWh

¥1/kWh ¥2/kWh

100 100

¥6/kWh

需要：200
調整力必要量：8（需要比率4%）

¥1/kWh ¥2/kWh

需要：270
調整力必要量：11（需要比率4%）

100 100

19

70

¥3/kWh

現行の需給調整市場（導入前）

確保エリア 各エリア単位

必要量 需要比率8%
（仮）

総燃料費
（燃料費・CO2対策コスト）

870円

同時市場導入後

確保エリア 各エリア単位

必要量 需要比率4%
（仮）

総燃料費
（燃料費・CO2対策コスト）

810円

低減額60円が便益
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出所）第5回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年12月27日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/005_04_00.pdf

◼ 同時市場においては、ΔkW確保エリア拡大（広域運用単位）による、不等時性を考慮した必要量低減の方向性
をお示ししているが、具体的なΔkW確保エリアの特定や低減量について現時点での算定が難しいため、本便益分析
においては、現行のΔkW確保エリア（エリア単位）とした場合の最低限の便益を評価することとする。

（参考） ΔkW確保エリアの細分化の取り扱い

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/005_04_00.pdf
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24 広域大の混雑処理（全国メリットオーダーの推進）による費用低減（１／４）

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

◼ 第3回本検討会では、同時市場における混雑処理（SCUC・SCEDロジック）では、全国大の電源等で持ち替える
ことができるため、現行の再給電方式によるエリア単位の個別最適から、広域大での全体最適になることによる便益
が得られることをお示しした。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf


25 広域大の混雑処理（全国メリットオーダーの推進）による費用低減（２／４）

◼ 現行の再給電方式（エリア単位の個別最適）における混雑処理（それに伴う電源態勢）をシミュレーションツール
（PROMOD）において模擬するために、以下の通り、2つのステップに分けて分析を行う。

➢ Step1：地域間連系線の制約のみを考慮したシミュレーションを実施（現行の卸電力市場等に該当）

➢ Step2：Step1の連系線潮流値を設定し、地内制約を考慮したシミュレーションを実施（再給電方式に該当）

地内制約を設
エリアA

（地内制約なし）
エリアB

（地内制約なし）
エリアC

（地内制約なし）

連系線A（制約あり）

再給電

Step1 連系線B（制約あり）

地内制約を設
エリアA

（地内制約あり）
エリアB

（地内制約あり）
エリアC

（地内制約あり）

連系線A
（Step1潮流値）

再給電

Step2
連系線B

（Step1潮流値）
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出所）第55回 制度設計専門会合（2021年2月5日）資料3より抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/060_06_01.pdf

◼ 再給電方式による混雑処理に用いる上げ調整力は、エリア内運用調整力のみを用いることと整理されている。

（参考） 現行の再給電方式における調整力の運用

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/060_06_01.pdf


27 広域大の混雑処理（全国メリットオーダーの推進）による費用低減（３／４）

◼ 同時市場における混雑処理であるSCUC・SCEDロジック（広域大での全体最適）を、シミュレーションツール
（PROMOD）において模擬するために、以下の方法で分析を行う。

➢ 地域間連系線・地内系統ともに制約を考慮したシミュレーションを実施（同時市場に該当）

地内制約を設
エリアA

（地内制約あり）
エリアB

（地内制約あり）
エリアC

（地内制約あり）

連系線A（制約あり）

SCUC
SCED 連系線B（制約あり）



28 広域大の混雑処理（全国メリットオーダーの推進）による費用低減（４／４）

再給電方式（Step1）
連系線制約：運用容量

地内制約：なし

再給電方式（Step2）
連系線制約：Step1算定値

地内制約：あり

SCUC・SCED
連系線制約：運用容量

地内制約：あり

総燃料費
（燃料費・CO2対策コスト）

総燃料費
（燃料費・CO2対策コスト）

総燃料費
（燃料費・CO2対策コスト）

北海道

東北

東京

中部

北陸

関西

中国

四国

九州

（合計） （例）4,650円 （例）5,050円 （例）4,900円

◼ 再給電方式のStep2から、現行の再給電方式（エリア単位の個別最適）での電源態勢（総燃料費）が求まる。
（Step1は地内混雑が残ったままの状態であり、Step2への増分費用が、再給電費用に近しいものとなる）

◼ また、SCUC・SCEDでの電源態勢（総燃料費）においては、混雑処理による焚き増し（持替）を、広域大での
より安価な電源で実現できることから、下表のイメージのように燃料費・CO2対策コストが低減する。

◼ この低減費用を、広域大の混雑処理（全国メリットオーダーの推進）による定量的便益として評価することでどうか。

低減額150円が便益



29 便益分析における便益①と便益②の関係

ΔkW必要量：各エリア単位（○%）

S
C
U

C
・S

C
E
D

ロ
ジ
ッ
ク

W
it
h

W
it
h
o
u
t

Without

①同時最適化に伴う
調整力コストの低減

②広域大の混雑処理
による費用低減

混
雑
管
理
方
法

調整力（ΔkW）必要量

再
給
電
方
式

With

ΔkW必要量：各エリア単位（△%）

◼ 定量的に評価する2つの便益項目の導入前（Without）と導入後（With）の関係は下図の通りであり、相互に
影響し合うことから、便益を分析する際には、便益を二重計上しないよう、検討条件・順番を考慮する必要がある。

◼ この点、前述のとおり、現行の再給電方式の模擬は2つのステップに分ける必要があるなど分析が煩雑であることから、
まずは現行のΔkW必要量を前提に「便益②：広域大の混雑処理による費用低減」を算定の上、その後、SCUC・
SCEDロジックを前提に「便益①：同時最適化に伴う調整力コストの低減」を算定する検討条件・順番としたい。

◼ これら便益を足し合わせることにより、二重計上せず、同時市場導入による定量的な便益分析が可能となる。
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31 同時市場に関するシステム構築費用（１／３）

◼ 第3回本検討会では、同時市場を導入（移行）する際の主たる費用項目として、電源起動・出力配分システムや
入札・精算も含めた価格算定システム等のシステム構築費用が考えられることをお示しした。

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_03_00.pdf


32 同時市場に関するシステム構築費用（２／３）

◼ 同時市場においては、「電源起動・出力配分システム」「価格算定システム」の新規構築以外にも、BG・TSO等の
「事業者システム」の改修なども必要になると考えられる。

◼ このうち、「電源起動・出力配分システム」との連携が必要な（密接な関係にある）次期中給システムに関しては、
同時市場の導入有無に関わらず経年劣化による更新に要する費用と、同時市場の導入決定・制度設計完了後
の仕様反映・追加実装に要する改修費用に分かれ、前者（更新費用）は同時市場の費用便益分析においては
費用計上しない（サンクコストとみなす）ことが妥当と考えられる。

費用項目 概要

電源起動・出力配分
システム

「約定（電源起動・出力配分）」を担うシステムであり、同システムとの連携が必要な次期
中給システムに関しては、追加実装等を除く更新費用はサンクコストになると考えられる

価格算定システム
「入札」「約定（価格算定）」「精算」を担うシステムであり、新規構築費用が必要になると
考えられる

事業者システム
BG（発電・小売）・TSO等の既存システムを、同時市場の制度に対応するために要する
改修費用などが必要になると考えられる



33 

◼ 次期中給システムは、各社中給システムの更新システムとして現行制度をベースとした開発が進んでおり、同時市場
の導入決定・制度設計完了後には（同時市場対応としては）仕様反映・追加実装等で対応する方向。

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料7より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_07_00.pdf

（参考） 次期中給システム開発の検討状況

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_07_00.pdf


34 （参考） 第3回 同時市場の在り方等に関する検討会 議事録（費用パート抜粋）

◼ 横山委員

（前略）質問は、かかるコストのほうなんですけども、費用項目ではスライド38ですかね、そこでご説明いただいたと思うんですが、この次期中給
である程度の同時最適に近い、系統制約は入ってないかもしれませんが、ある程度の同時最適に近いシステムも非常時対応で入れられるというふ
うに見ておりますけども、新たな同時システムの費用はこの次期中給のこの新たに構築されたシステムからのプラスアルファになるんでしょうか、それとも
更地からつくるというコストになるんでしょうか。 その辺り、整理をしていただければなというふうに思ったんですが、この資料でちゃんと整理されたのかど
うか、よく聞き取れなかったので、もう一度教えていただければと思いました。

◼ 松村委員

横山委員がご指摘になったコストのところで、全体のコストなのか追加コストなのかというのは、事務局からそういう回答になると思うのですが、当然、
これは理屈からしても追加コストでないとおかしい。どのみち、中給のシステムは耐用年数があり、一定の年数で更新しなければいけない。同時市
場をやらなくたって、必要なコストは、費用便益分析をする際の費用に入るはずがない。理屈からしてそうだと思います。具体的に、これは入るのか
入らないのかということがもし判断に迷うようなものが出てくれば、ここはそういう意味で判断に迷いましたということを今後教えていただきたい。

◼ 新川オブザーバー

本件、費用分析は同時市場導入のメリット等を明らかにするために行っているものと理解をしております。そのため、費用面については同時市場を
導入しなくても要した費用を想定して、同時市場導入による差分を明らかにする必要があると思っております。そうした点からは、25ページでシステ
ム改修のコストに言及をされております。現在進められております中給システムの統合は、所与のものとして追加費用とするのかしないのかということ
は明確化していく必要があると思っております。また、38ページにも論点が示されておりますけれども、市場約定システムの構築費用や小売事業
者・発電事業者におけるシステム対応費用を範囲とするのかといった点を検討する必要があると思っております。

◼ 下根マネージャー（事務局）

横山委員にいただきました、費用として次期中給の関係はどうなっているのかということに関しましては、この辺り、松村委員からも補足いただいたと
ころではございますが、ご指摘のとおり、実際、現行の次期中給システムをリプレースするという側面、どっちみち必要であろうというところから次期中
給は構築されるというところでもございますので、そういったところに関しましては所与というところになろうかと考えてございますが、一方で、第1回の検
討会のほうでも、送配電網協議会からプレゼンいただきましたように、現行の次期中給システムは現行制度を前提として構築しているというところで
もございますので、そもそも適用できる点と、プラスアルファ、何かしら改修しなければならない点というところがあろうかというふうに思ってございますので、
そういったところをほかのオブザーバーの方々にもいただきましたところ、何が変更差分なのかというところをしっかり見極めた上で、プラスアルファというと
ころで何が計上されるのかみたいなところは、今後しっかり整理した上でお示ししていきたいと考えているところでございます。



35 同時市場に関するシステム構築費用（３／３）

◼ 一方で、同時市場の移行に際し、どのようなシステム構築・改修が必要となるかどうかについては、最適化（約定）
方法や価格算定方法、ならびに前日同時市場前後をどのような市場制度とするか等によっても変わり得ることとなり、
このあたりは検証A・Bの結果、またそれに類する制度設計議論が進んで初めて外観が明らかになると考えられる。

◼ しかしながら、1年間程度での取りまとめを目指している本検討会において、これら制度の外観を明らかにした上で、
メーカやシステムベンダへのヒアリング等を通じた費用算定を行うことは現実的には困難とも考えられる。

◼ そのため、次章において、海外事例等を参考に、他にどのような費用評価方法が考えられるか検討を行った。

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf
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37 海外の費用評価事例（１／３）

◼ 事務局での調査結果の範囲では、同時最適に特化した市場制度移行の費用評価は見つからなかったものの、他の
事例として、ノーダルプライシング（同時最適及びLMP導入）の評価事例（ERCOT・Ofgem）は見つかった。

◼ こちらにおいては、より複雑な制度移行の費用評価であるため、同時市場移行の費用評価としては、安全側（B/C
を過少側に捉える方向）に働くと考えられる。

出所）電力広域的運営推進機関 「欧米における市場主導型（ノーダル制）に関する調査委託」最終報告書（2023年11月）より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/nordal_kaigaicyousa_houkokusyo.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/nordal_kaigaicyousa_houkokusyo.pdf


38 海外の費用評価事例（２／３）

◼ 米ERCOTにおいては、2010年のノーダル制移行へ向けて、2008年に費用便益評価を実施しており、このうち市場
制度移行の費用として、「人員・設備増加（システム変更）等による費用増加額」を3.97億ドルと算定している。

出所）電力広域的運営推進機関 「欧米における市場主導型（ノーダル制）に関する調査委託」最終報告書（2023年11月）より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/nordal_kaigaicyousa_houkokusyo.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/nordal_kaigaicyousa_houkokusyo.pdf


39 海外の費用評価事例（３／３）

◼ また、英Ofgemにおいては、2022年に費用便益分析を実施しており、新規構築の「系統運用者システム」と、既存
更新の「市場参加者システム」に分類したうえで、「系統運用者・市場参加者へのヒアリング結果」と「過去海外事例
を元にした推定」を基に、費用評価（見積もり）を行っている。

➢ ヒアリング結果：0.4～0.6億ポンド

➢ 過去海外事例：2008年のERCOTの算定結果（3.97億ドル）を、現在価値に換算（5.6億ポンド）

◼ 最終的には、上記を基に、システム導入費用を5億ポンド（810～875億円※程度）と評価している。

出所）電力広域的運営推進機関 「欧米における市場主導型（ノーダル制）に関する調査委託」最終報告書（2023年11月）より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/nordal_kaigaicyousa_houkokusyo.pdf

※為替は2022年・2023年平均値（TTM）を使用（162円/￡～175円/￡）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/nordal_kaigaicyousa_houkokusyo.pdf


40 

◼ 過去の海外事例を元に推定を行うにあたっては、市場参加者システムについては2021年の英国全体の系統容量に
合わせて調整を行っている。

◼ 一方、系統運用者システムについては、系統容量に比例しない前提で調整されていない（据え置かれている）。

（参考） 英Ofgemにおける費用評価条件について

出所）FTI Consulting、Updated modelling results、2022年10月
https://www.ofgem.gov.uk/sites/default/files/2022-11/Workshop%20Slides%2020th%20October.pdf

https://www.ofgem.gov.uk/sites/default/files/2022-11/Workshop%20Slides%2020th%20October.pdf


41 海外事例等に基づく費用評価方法について

◼ 海外事例でも、新規構築の「系統運用者（市場）システム」と、既存更新の「市場参加者（事業者）システム」に
分類の上、「システム費用概算（ヒアリング）」と「海外事例を元にした推定」を基に、費用評価を行っていた。

◼ 前述のとおり、本検討会においては、「システム費用概算（ヒアリング）」を行うことは現実的には困難と考えられること
から、ひとまず、「海外事例を元にした推定」を基に、費用評価を行うこととしてはどうか。

◼ 具体的には、英Ofgemの事例を参考に、米ERCOTの算定結果（2008年）を現在価値に換算した結果を元に、
系統容量に合わせて調整の上、今後の物価上昇等を織り込んで、同時市場移行の費用評価を行うこととしたい。

【同時市場移行の費用評価イメージ】

5.6億￡

3.7億￡

系統運用者システム
（「電源起動・出力配分システム」
「価格算定システム」に該当）

市場参加者システム
（「事業者システム」に該当）

米ERCOTの
現在価値換算
（2022）

9.4億￡

3.7億￡

日本の系統容量
に合わせた調整

（事業者数補正）

同時市場移行
評価に用いる費用

英国の系統容量
（約5,500万kW）を
日本の系統容量

（約16,500万kW）に補正

今後の物価上昇等
を織り込み

次期中給システムの
サンクコストを

切り分け可能かは
今後検討

据え置き
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3．今後の費用便益分析の進め方
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◼ 今回、定量評価可能と考えられる便益項目①②に関するシミュレーション分析方法を、また、海外事例等に基づく
費用評価方法について検討・整理を行った。

➢ 便益①：調整力確保の高価な電源稼働が不要になることに伴う、燃料費・CO2対策コストの低減費用を算定

➢ 便益②：混雑処理持替をより安価な電源で実現できることに伴う、燃料費・CO2対策コストの低減費用を算定

（現行のΔkW必要量を前提に便益②算定の上、SCUC・SCEDロジックを前提に便益①算定の検討順）

➢ 費用：米ERCOTの算定結果（2008年）を現在価値に換算した結果を、系統容量・物価上昇等で補正

◼ 今後、それぞれの項目に対して、具体的なシミュレーション・試算を進め、改めて定量的な費用便益分析（B/C）
結果をお示しすることとしたい。

◼ また、第3回本検討会で頂いたご意見等も踏まえて、改めて、定性的な便益や費用等についても抽出・整理を行い、
それらが定量的な費用便益分析に与える影響評価（過大と捉えるべきか、過少と捉えるべきか）や、同時市場を
導入する際の留意点の示唆などに繋げることとしたい。
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◼ 五十川委員

（前略）２点目、40ページにあります定量的に評価できない費用や便益についてです。定量的な評価が難しい項目があるというのは致し方な
い点かと思いますが、あまりにも多くがこの部分に含められますと費用便益分析の結果の解釈が難しくなる点を懸念します。ベネフィットやコストの一
部しか含められていないとすると、B/C、ベネフィットオーバーコストとして出てきた数字が誤解を招くことになりかねません。定性的に議論せざるを得な
い項目が定量的なものに比べて、本当にマイナーなのかは丁寧に議論する必要があるかと思います。また、場合によってはB/Cという結果の出し方
自体も検討したほうがよいかと思います。特定の項目についてベネフィットはどの程度なのか、コストはどの程度なのかという検証は定性的な項目が
別にあっても意味があると思いますけれども、そこからB/Cで評価を行うというのは一段ハードルが高い話だと思います。いずれにしましても、47ページ
にも記述されておりますが、定性的な便益や費用等にどのような項目があるかは今後の議論も踏まえて拾い上げていくということが必要であるかと思
います。例えば私のほうでは、前回の検討会で、運用における解の収束とペナルティー項についてコメントさせていただきました。もし、同時市場を導
入する上で数値計算としてハードルが上がり、ペナルティーが大きくなるということがあれば、こういったものも費用項目として想定されるのではないかと
考えています。前回のコメントのほぼ繰り返しとなり恐縮ですが、この点、費用便益分析の中でマイナーなのかどうかという点は気になるところでありま
す。３点目、費用便益分析において、費用便益が発生する主体についてです。費用便益の関連する主体のそれぞれにどのような費用あるいは便
益が生じるのか。それを足し合わせたものが費用便益分析のベースになるという理解です。もちろん全体として費用と便益がどの程度なのかというの
がメインの関心かと思いますが、実際に新しい制度に移行する際には主体別の費用便益というのも論点としてあってもよいかと思いました。

◼ 市村委員

定量的な評価だけではなくて定性的な評価とも関わってくるところだと思うんですけども、基本的にこの同時市場の検討という中で言うと、特に今、
費用便益の中で強調されているのは、どちらかというとＣｏ－ｏｐｔｉｍｉｚａｔｉｏｎという、そちらの側面かなというふうに思っています。一
方で、まさにＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ ＯｆｆｅｒというところとＣｏ－ｏｐｔｉｍｉｚａｔｉｏｎといったところ、こういったところをやっていくと
いうのが同時市場の一つの大きな柱かなというふうに思ってまして、その意味で、Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒに変わったことによる便益と
いうのも、少なくともここは定量的に、定性的にというかですね、その評価は必要なのかなというふうに思っています。 その意味で関連して申し上げる
と、本来的には定量的に評価していたほうがいいんじゃないかなとは思うんですが、スライドの25ページ目のところでも記載されていますが、買い入札
の模擬についてはなかなか難しいというところもあって、まずはその価格弾力性がないモデルで検討を進めるということだと理解しておりますので、その
意味でなかなか買い入札側をどう模擬していくのかというところの難しさというところはあるかなというふうに理解しています。 したがいまして、今後、ここ
ら辺の買い入札の模擬といったところを、まずは弾力性が11 ないモデルで検討を始めるということなんですが、どういった時間軸でその買い入札の模
擬も含めてやっていくのかといったところの中で、必要に応じて、今申し上げたようなＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒということ、ブロック入札と
の違いということが主にはなるかと思いますが、それによる便益といったところの評価といったところも、必要に応じて定量的に評価することもできるので
はないかというふうに思っています。
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◼ 秋元委員

（前略）特に今回、一つは今、市村委員もおっしゃいましたけど、価格弾力性の部分に関して、一旦ないものとして計算してみるということで、そ
の方針自体は結構でございますが、それに限らず、様々な部分で非常に計算時間がかかる可能性もあり、そういう中で、単純化しないとモデル計
算の解が得られにくいということがあるかと思いますので、そういう部分で定量的な評価ができない項目がたくさん出てくるかなという懸念を持っていま
す。できるだけ定量的に評価していくということが重要でございますし、どうしてもできないという部分に関して、しっかり定性的な評価も加えていくとい
うことは方針でも書かれていますが、しっかり行っていただきたいと思いますし、最後に書かれていますように、意見を丁寧に拾い上げていくということで
ございます。ぜひそういうことをして、全体をやっぱり評価できるものとできないものなどちゃんと整理ができて、できてないものについてもしっかり見ていく
ということが重要だと思いますので、その方針で進めていただければというふうに思います。

◼ 野澤オブザーバー

コストベネフィット分析のところなんですけれども、ちょっと考え方の前提に結構アメリカのPJMだったり、ERCOTであったりが出てきていて、当然、そう
いうふうになるんだろうなというふうには思うんですけれども、アメリカと日本の制度設計の違いとかというのもかなりあるのかなというふうに思っているので、
ちょっと今、日本には存在しない概念、例えばノーダルプライスとか、あと、アメリカはネガティブオファーも認められているのでネガティブプライスであったり
とか、あと、よく言っているのが燃料調達のやっぱり環境の違いとかというのは、結構大きなポイントとして出てくると思うので、そういった両国の制度設
計の違いですかね、それに伴う追加的な便益もあるでしょうし、追加的なコストもあると思うんですけれども、その辺りは、限界はあると思うんですけ
れども、大きなところだけ漏れがないように評価いただければありがたいなというふうに思っております。

◼ 斎藤オブザーバー

今回、費用分析評価の進め方をご提示いただきましたが、同時市場の導入に伴う発電事業者側の費用や便益は、同時市場の具体的な在り
方によっても変わってくると思いますし、定性的なメリットだけでなくて、デメリットも考えられると思います。先ほど委員の方からもご発言がありましたけ
ども、分析結果を提示いただく際には、どのような市場の仕組みを前提としたかに加え、発電事業者、市場運営者及び系統運営者等の各費用
便益をどこまで分析に取り入れたのかということを明確に提示いただき、導入の効果をしっかりと議論いただける形でご提示いただければと思います。

◼ 石坂オブザーバー

３ポチの便益の項目についてなんですけれども、小売事業者の目線でいきますと、今回の施策で、市場で売り切れが起きてスパイクが起こると。
３年前の冬に頻発しましたけれども、そういうことが抑止されるという効果が事業者目線では非常に大きいと思っています。こういうスパイクが減ると
いう効果を定量的に評価するというのはなかなか難しくて、ひょっとすると定性的な評価にならざるを得ないのかもしれませんけれども、そういう評価も
ご検討いただければと思っております。
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◼ 勉強会において、安定供給の観点からは、時間が異なる複数の市場があることから、kWhとΔkWの取り合いに伴う
応札不足、ならびに安定供給上の懸念が発生しており、同時市場等（kWhとΔkWの同時最適）の導入によって
課題解決する可能性が示されている。

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

（参考） 同時市場導入における便益の振り返り（１／３）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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◼ また、メリットオーダーの観点からは、時間が異なる複数の市場があることから、無駄な調整力必要量や過剰な電源
起動になっていたり、価格規律の関連の薄さから全国メリットオーダーが成立していない可能性も示唆されている。

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

（参考） 同時市場導入における便益の振り返り（２／３）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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◼ その他の観点からは、再エネが市場統合されていく中における再エネ予測誤差対応（時間前市場の流動性向上）
や、市場プロセスの複雑性の低減（簡素化）などが、便益（課題解決メリット）として挙げられている。

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

（参考） 同時市場導入における便益の振り返り（３／３）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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